平成18年4月支援費改定にともなう

「障害福祉サービスの利用契約」に関する留意点について

１．はじめに

　平成18年4月の障害者自立支援法の施行にともない、既存の支援費に係る給付、及び利用者負担が見直されることとなる。

　今回の利用者負担の見直しについては、支援を必要とする人々へのサービス提供を可能とするため、また、制度運営の公正性と公平性を確保するために「増大する福祉サービス等の費用を皆で負担し支え合う仕組みの強化」を目的として、利用したサービスの量等に応じた公平な負担への転換が図られる。

　具体的には、負担上限の設定や個別減免等の利用者負担の軽減措置を図りつつ、契約した利用者の受けたサービスの利用状況に着目した負担（定率1割負担）、及び介護保険制度における食費・居住費の負担の考え方と同様に、入所施設と地域生活の均衡を図る観点からの見直しが行われることなる。

　施設サービスにおける利用契約は、基本的に施設における障害福祉サービス提供を行うことを内容とする準委任契約という法的な性質を持つという考えに立つならば、「食費」等は、本体的給付義務を有する障害福祉サービスに付随する性格をもつものと考えられる。さらにそれが、利用者の生活を支える障害福祉サービス提供において重要な部分を占める内容であり、新たに自己負担化されることにともない、利用者の権利・利益の保護の観点から、事業者の説明責任としても見直しが行われる内容について丁寧な説明と同意を得る必要がある。そして、その上で適切なサービス利用契約の再締結が求められる。

　その際、利用者の障害の特性と意思能力の状況に十分配慮した対応を行うとともに、困難を抱える場合には、成年後見制度の活用等を含めた適切な方法をとることが不可欠となろう。

　いずれの場面でも、全国経営協の社会福祉法人行動規範に掲げる、「利用者の自己決定と選択を尊重し、その権利擁護を実現するとともに、個人の尊厳に配慮した良質かつ安心・安全なサービス提供」のための取り組みを心がけることが基本となる。

　そこで本会では、今般の利用者負担等の見直しにともなう障害福祉サービス利用契約の適切な再締結に向け、当面必要と思われる変更事項を反映した「障害福祉サービス利用契約」に係るモデル契約書類について、全国社会福祉協議会「障害福祉サービスの契約に関する検討委員会報告書」（平成15年3月）に示されたモデル利用契約等をもとに検討を行い、とりまとめた。



《手順のイメージ》





２．適正な契約の再締結に向けての留意点

（１）サービス提供事業者としての説明責任

　利用者・家族に対する十分な説明と同意のため、制度改定とそれにともなう利用者負担の変更等について、パンフレットや利用者負担を例示する図表、重要事項説明書等を用いて丁寧な説明を行うことが重要である。また、利用者の障害の特性と意思能力等に十分配慮した適切な対応が求められる。

参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」

【契約締結過程の整理】

　○　利用者の自己決定の尊重と自立支援を重視し、利用者本人が契約内容を理解し、適切なサービスを選択することを支援していくためには、適正な契約締結過程が確立されなければならない。

　○　そのためには、契約締結過程をどのように捉え、各過程ごとの意義や関係法令からの要請について正しい認識を持つ必要がある。

　○　その際、社会福祉法や各障害者福祉法ならびに関係省令のみならず、　「消費者契約法」や「景品表示法」からの要請についても注視しなければならない。

　○　これらの法令からの要請に鑑み、障害者福祉サービス利用契約の締結過程については以下のプロセスに整理することができる。

	契約締結過程
	意　義
	関係法令

	１．情報提供
	
	

	不特定多数への情報提供
	広告やホームページ等により、サービス事業者の特定に必要な情報提供
	社会福祉法

消費者契約法

景品表示法

	利用希望者への情報提供
	パンフレット等により、サービス事業者やサービスを選択するために必要な情報提供
	

	２．重要事項説明
	利用申込者に対する契約内容やその履行に関する重要事項の説明
	社会福祉法

運営基準

	３．当事者の合意
	権利義務という法律上の効果を発生させる当事者間の意思表示の合致
	民法

	４．書面の交付
	当事者双方の権利義務やサービス内容等について記載した書面の交付

（契約内容の不明確性の排除）
	社会福祉法

消費者契約法

運営基準


（２）障害福祉サービス利用にあたっての契約の再締結

　福祉サービスの利用契約は、利用者と事業者双方の権利義務関係を明確にし、サービス利用者への良質かつ安心・安全なサービス提供を実現する基本となるものであり、その内容を書面として取り交わすことが必要である。

　今般の見直しについては、サービス提供において重要かつ生活の基本的支援に関連する事項が変更されることに鑑み契約の再締結が適切であると考えられる。

　そこで、重要事項説明書、契約書、サービス利用説明書の該当部分を変更したうえで契約を再度締結しなければならない。また、「利用契約の手引き」や障害者自立支援法や、成年後見制度に関するパンフレット等を活用した説明に努めるべきであろう。

参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」

【権利義務を明記する書面の関係イメージ】




↓　　　　　　　　　　↓



（３）利用者への適切な情報提供と苦情・相談体制の整備

　

　利用者への契約締結時の適切かつ十分な説明・同意にあわせて、サービス利用ないし提供開始後においても、利用者の理解を促進することを目的とし、情報提供に努めるとともに、苦情・相談体制を改めて点検し、利用者とのコミュニケーション不足や不安によるトラブルを未然に防ぐ取り組みを更に推進する必要がある。

参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」

【情報提供の重要性】

障害者福祉サービスの情報提供については、利用者の自己決定に基づくサービス選択という支援費制度の根幹ともいうべき課題であり、また、当事者間の情報量の非対称性という消費者契約としての特性からしても、事業者からの積極的かつ適切な情報提供が望まれる。

また、情報提供にあたっては、利用者の障害特性に十分に配慮して行われなければならず、利用希望者が情報にアクセスしうる環境整備について、事業者と行政が一体となって取り組むとともに、情報提供の媒体や手法等について個々の事業者や関係団体において今後とも継続して検討されるべき課題であるといえよう。
３．モデル契約書類について

今回のモデル契約書類の見直しにあたっては、障害福祉サービス利用契約の締結の際には、「重要事項説明書」、「契約書」、「サービス利用説明書」、「利用契約の手引き」のいわゆる「4点セット」を用いて適切に行う趣旨を基本とした上で、「重要事項説明書」、「利用契約書」、「サービス利用説明書」について検討・見直しを行った。

また、契約に関する各種書面について利用者のみならず家族等が必要事項を確認し、利用者に説明することによって、利用者の契約締結を支援するための資料として、各種書面の内容を解説する包括的な手引書（利用契約の手引き等）については、既存のパンフレット等を活用しながら、各事業者において積極的に作成することが求められよう。なお、「利用契約の手引き」については、当面は既存のパンフレット等を活用することとした。


４．モデル契約書類の見直しの主なポイント

（１）重要事項説明書について

①提供する障害福祉サービスの位置づけについて

　平成18年４月から、食費・光熱水費等については、支援費の給付対象外として位置づけられることとなり、利用者負担の見直しが行われることとなる。しかし、食事の提供に関しては障害福祉サービスにおいて、重要なサービスであることは変らない。そのため、食事サービスを提供する場合は、その旨、明示することが適当である。

そこで、これらのサービスについて「支援費の対象となるサービス」等と位置づけ「重要事項説明書」に記載している場合には、その位置づけを変更する必要がある。

　例えば、「食費・光熱水費等を除き、通常９割が支援費の給付対象となります。」と明記した上で、「サービスの概要」等の表現で示すことが考えられる。

　なお、通所施設において、食事提供を行わない場合は、「食事の提供」に関する項目は必要ない。

《参考》５．当施設が提供するサービスと利用料金

　当施設では、利用者に対して以下のサービスを提供します。

当施設が提供するサービスについて、

	①支援費から給付されるサービス

②利用料金の全額をご利用者に負担いただくサービス〔①以外のサービス〕


があります。

（１）当施設が提供するサービスと利用料金

　以下のサービスについては、食費・光熱水費を除き、9割が支援費の給付対象となります。事業者が支援費を代理受領する場合には、利用者は、利用者負担分として、７ページに記載する個別減免等が適用されない場合、サービス利用料金の1割の額を事業者にお支払いいただきます（定率負担）。

　なお、支援費が給付されるサービスの場合でも、代理受領を行わない場合（償還払いの場合も含む）については、一旦全額を事業者にお支払い頂きます。

<サービスの概要>

　①日常生活の支援

ⅰ食事の提供　※通所施設等の場合で、食事提供を行わない場合は記載不要
　・栄養・利用者の身体の状況・希望や嗜好を考慮した食事の提供をおこないます。

（記入例）朝食（○：○～○：○）、昼食（○：○～○：○）、夕食（○：○～○：○）

②利用料金及び利用者負担の明記について

　

　従来の重要事項説明書では、支援費の対象となるサービス以外の利用料金を明示するのみであったが、サービス利用料金及び利用者負担を明記し、説明する必要がある。

　その際、１日あたりの標準的なサービス利用料金及び利用者負担とともに、個別減免、補足給付等の利用者負担の軽減に関わる内容等を示すことが、より丁寧な説明のために適切と考えられる。

　なお、利用者負担については、「支援費受給者証」に記載されている金額等を参照し明示するとともに、今回の見直しにあたり、入院・外泊時の給付の見直し及び、給付の月払いから日払いへの変更に伴う利用料等に関する取り扱いについて説明することが適切である。例えば、サービス利用の取り消し（キャンセル）の申し出については、利用者に過度な負担を強いない観点から、3日前程度が妥当であると考えられる。
《参考》<サービス利用料金（1日あたり）>

　下記の料金表によって、ご契約者の障害程度区分に応じたサービス利用料金から、支援費の給付額を除いた金額（利用者負担）と食費・光熱水費の合計金額をお支払いいただきます。（個別減免等の負担軽減措置が別途ございます。）

	１．ご契約者の障害程度区分とサービス利用料金　 
	障害程度区分A
○○○円
	障害程度区分Ｂ
○○○円
	要介護度Ｃ
○○○円

	２．うち、支援費が給付される金額
	円
	 円
	円

	３．うちサービス利用に係る自己負担額（定率負担）（１－２）
	円
	 円
	円

	４．食事に係る自己負担額
	円

	５．光熱水費に係る自己負担額
	円

	６．ご負担額合計

　（３＋４＋５）
	○○○円
	○○○円
	○○○円



☆ご負担いただく金額については、市町村が発行する支援費受給者証に記載された金額、及び食費、光熱水費といたします。

☆ご契約者が、短期入院又は外泊をされた場合にお支払いいただく１日あたりの利用料金は、下記の通りです。（契約書第13条、第14条参照）（※授産施設では、14条、15条）
	１．サービス利用料金　 
	○○○円

	２．うち、支援費から給付される金額
	○○○円

	３．自己負担額（１－２）
	○○○円


＜記入例＞（契約書第15条）（※授産施設では、16条）
〔サービス利用の取り消し（キャンセル）について〕

☆ご契約者が、サービス利用を取り消し（キャンセル）する場合は、利用予定日の○日前までに当施設までお申し出ください。

☆なお、○日前以降のお申し出の場合、下記キャンセル料をいただく場合があります。

	キャンセル料（食費の実費相当額）　 
	○○○円


<利用者負担の減免について>

〔利用者負担に関する月額上限〕

· １ヶ月あたりのサービス利用にかかる「定率負担」については、所得に応じて4区分の月額負担上限額が設定され、それ以上の負担は必要ありません。

	区　分
	世帯の収入状況
	1ヶ月あたりの負担上限額

	生活保護
	生活保護受給世帯
	０円

	低所得１
	市町村民税非課税世帯で、サービスを利用するご本人の収入が80万円以下の方
	１５,０００円

	低所得２
	市町村民税非課税世帯
	２４,６００円

	一　般
	市町村民税課税世帯
	３７,２００円


☆月額負担上限のほか、さらに下記のような利用者負担に関する減免があります。

〔個別減免について〕

対象：入所施設（20歳以上）やグループホームを利用する場合

· 市町村民税非課税世帯（低所得1、2）で、預貯金等が350万円以下であれば、定率負担の個別減免が行われます。

	収　入
	

	６６,６６７円未満
	利用者負担なし

	６６,６６７円以上
	超えた額の５０％を負担

◇収入が年金や工賃であれば、3000円※の控除の上、グループホームでは15％）を利用者負担の上限とする。

　　　※ただし、補足給付で「その他生活費」に加算がある場合は、控除されない。


〔社会福祉法人軽減について〕

対象：通所サービス、入所サービス（20歳未満）、ホームヘルプ

· 収入や資産が一定以下であれば、社会福祉法人減免の対象となります。

· 一つの事業所における上限額は、月額負担上限額の半額となります。なお、通所施設を利用する場合には、低所得２であっても、７５００円となります。

	区　分
	一つの事業所あたりの月額負担上限額

	低所得１
	７,５００円

	低所得２
	１２,３００円（通所施設の場合：７,５００円）


｛社会福祉法人減免の対象となる収入・資産の状況｝

	
	収入
	預貯金等

	単身世帯
	１５０万円以下
	３５０万円以下

	2人世帯
	２００万円以下
	４５０万円以下

	3人世帯
	２５０万円以下
	５５０万円以下


〔食費等実費負担の軽減について〕

· 入所施設の食費・光熱水費の実費負担に関する軽減措置

《20歳以上で入所施設を利用する場合》

食費・光熱水費の実費負担をしても、少なくとも手元に25,000円（障害基礎年金1級受給者や60歳以上の方は28,000円、65歳以上の方は30,000円、65歳以上の身体障害者療護施設利用者は28,000円）が残るように補足給付が行われます。

《20歳未満で入所施設を利用する場合》

　地域で子どもを養育する世帯と同様の負担（その他生活費25,000円を含めて低所得世帯で50,000円、一般世帯で79,000円）となるように補足給付が行われます。さらに18歳未満の場合には、教育費相当分として9,000円が加算されます。

《通所施設等》

　通所施設では、施行後3年間、低所得の場合、食材料費のみの負担となるため、3分の１の負担となります。

<ご負担の例：月額>

※印は、収入が障害基礎年金のみである場合（1級：82,758円・2級：66,208円／月額）

〔例：入所施設を利用している場合〕（20歳以上）：入所事業費350,000円、30歳の場合
	
	生活保護
	障害基礎年金

2級受給者〔低所得1〕※
	障害基礎年金

1級受給者〔低所得2〕※
	一般

	サービス利用料
↓

個別減免後
	０円
	１５,０００円

↓

　　　　０円
	２４,６００円

↓

　８,０４５円
	３５,０００円

	食費等実費負担
↓

補足給付後
	５８,０００円

↓

２２,０００円
	５８,０００円

↓

４１,２０８円
	５８,０００円

↓

４６,７１２円
	５８,０００円

	合計負担額
	２２,０００円
	４１,２０８円
	５４,７５７円
	９３,０００円


〔例：グループホームとホームヘルプを利用している場合〕

：グループホームの事業費60,000円、ホームヘルプの事業費100,000円

	
	生活保護
	障害基礎年金

2級受給者〔低所得1〕※
	障害基礎年金

1級受給者〔低所得2〕※
	一般

	サービス利用料
↓

個別減免後
	０円
	１５,０００円

↓

　　　　０円
	１６,０００円

↓

　１,９６３円
	１６,０００円


〔例：通所施設とホームヘルプ利用している場合〕

：通所施設の事業費130,000円、ホームヘルプの事業費130,000円

	
	生活保護
	障害基礎年金

2級受給者〔低所得1〕※
	障害基礎年金

1級受給者〔低所得2〕※
	一般

	サービス利用料
↓

社会福祉法人軽減後
	０円
	１５,０００円

↓

　７,５００円
	２４,６００円

↓

１２,３００円
	２８,０００円

	食費等実費負担
↓

減免後
	１４,３００円

↓

５,１００円
	１４,３００円

↓

　５,１００円
	１４,３００円

↓

５,１００円
	１４,３００円

	合計負担額
	５,１００円
	１２,６００円
	１７,４００円
	４２,３００円



《参考》ご契約者が入院された場合の対応について

　
当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。

（契約書第13条参照）（※授産施設では、14条）

※以下、各項目の○の日数等については、新指定基準等に準拠する。



＜入院期間中の利用料金＞

 上記、入院期間中の利用料金については、支援費から給付される費用の一部をご負担いただくものです。

　〈参考〉なお、介護保険制度の場合、ショートステイ等に当該居室を活用する場合には利用者負担を徴収しないこととしている。
（２）契約書、サービス利用説明書について

　

上記、重要事項説明書での変更点にあわせ、契約書、サービス利用説明書の該当部分に関しても見直しが必要である。

（３）モデル契約書の活用にあたっての注意点

　

福祉サービス利用に関わる重要事項を定める利用契約書等については、適切なサービス提供に向け、本来的には個々の事業者と利用者により作成されるべきものである。特に、個々の利用者の障害特性に応じたサービスや対応に関する事項については、事業者と利用者の十分なコミュニケーションの上に成り立つものとも考えられる。

　また、契約の締結にあたっての重要事項説明書や利用契約の手引書の作成にあたっても、利用者の適切な理解を促進する観点から、各事業者のサービス提供理念の明示や、提供するサービスの内容や特色を個々の利用者・家族に伝えるために作成するものでもある。

　今回、検討を行ったモデル契約書類は、利用者の権利擁護と未然にトラブルを防止するために、個々の書面を作成するための指針として活用されることを目的としているものである。

　適切な契約の締結と、良質かつ安心・安全なサービス提供は、各事業者の創意工夫と不断の努力によって実現されるものであり、真に国民・利用者の視点に立ったサービス提供に向けた取り組みを進めることが重要である。

⇒これらの内容を解説する包括的な手引書（「利用契約の手引き」）


※各内容について分かりやすく説明するとともに、支援費制度や成年後見制度を解説





権利義務関係の骨格


（全利用者に共通）





個別的な契約内容


(利用者ごとに作成）





重要事項説明書


・法人、施設の概要


・サービス内容


・利用料金


・施設内での留意事項


・重要な契約条項　


など














利用契約書


・契約の目的


・契約期間


・サービス内容


・利用料金の支払


・事業者の義務


・契約終了要件　など





サービス利用説明書


　・個別的なｻｰﾋﾞｽ内容


　・利用料金の額


　・利用料金の支払方法


・授産活動の内容


・工賃の支払�
�
　　　　　　　など





　


全国社会福祉協議会「障害福祉サービスの契約に関する検討委員会報告書」（平成15年3月）で示された、モデル契約書類をもとに、以下の契約書類を作成した。








１．モデル「重要事項説明書」





２．モデル「利用契約書」





３．モデル「サービス利用説明書」





現在サービスを利用している利用者とその家族等に対して、今回の見直しの内容等について十分な説明を行ったうえでの契約の再締結が適切です。








平成18年4月までに求められる取り組み（イメージ）





各施設におけるモデル契約書類の見直し


「重要事項説明書」　・　「契約書」　・　「サービス利用説明書」





これらと併せて、契約に関する各種書面について、利用者・家族等が必要事項を確認するため、また、利用者の契約締結を支援する観点から、各種書面の内容を解説する包括的な手引書を既存のパンフレット等の活用を含め検討・準備することが望ましい。





利用者・家族への適切な説明と障害福祉サービス利用契約の再締結


（現在サービスを利用されている方）





※なお、平成１８年４月以降、新規にサービス利用を開始する場合についても、上記①の契約書類を用いて、適切な説明と契約の締結を行うことが必要です。





③利用者・家族への適切な情報提供の継続、苦情・相談体制の整備等





利用者の自己決定と選択を尊重し、その権利擁護を実現するとともに、個人の尊厳に配慮した良質かつ安心・安全なサービスの提供に向けた取り組みの推進。








1ヵ月につき○日以内（連続して○泊、複数の月にまたがる場合は○泊）の短期入院の場合、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。（１日あたり○○円）








①検査入院等、短期入院の場合





上記短期入院の期間を超える入院については、○ヶ月以内に退院された場合には、退院後再び施設に入所することができます。但し、入院時に予定された退院日よりも早く退院した場合等、退院時にホームの受入準備が整っていない時には、併設されている短期入所生活介護の居室等をご利用いただく場合があります。なお、短期入院の期間内は、上記利用料金をご負担いただきます。








②上記期間を超える入院の場合





○ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。この場合には、当施設に再び優先的に入所することはできません。








③○ヶ月以内の退院が見込まれない場合





継続的な権利擁護の取り組み








